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FinTechによる変革は未だ途上 

～変革したとは言い難い現実。FinTech は何をもたらしたか～ 

 

金融調査部 主任研究員 町井 克至 

 

金融機関は FinTech を自動化・効率化を促進するツールとして活用しつつある。今後も

その動きは続くとみられる中、顧客の需要を掘り起こすような「データ」の活用が他の機

関と差別化する要因の一つとなる可能性を秘める。 

 

１．金融機関の FinTech への取り組みは拡大 

大和総研は、FinTechが適用されている分野を、銀行業（第 4回）、保険業（第 5回）、アセッ

トマネジメント・資本市場（第 6回）に分類し、2015～2016年における国内金融機関の FinTech

への取り組み状況を調査した。全体では、2016年の FinTechへの取り組み件数は 2015年の倍以

上となった（図表１）。図表１の中で取り組みを 7つの分野に分類しているが、「研究開発」、「フ

ロント業務」、「ミドル・バック業務」、「個人向け」が大きく伸び、「組織・人材」、「法人向け」

が微増した一方で、「販売チャネル」は、2016年において「法人向け」をやや上回る取り組みが

あったものの、2015年比では唯一減少した。 

図表１ 金融業全体の FinTech活用対象（公表情報ベース、2015年・2016年） 

 

（出所）各社ウェブサイトより大和総研作成 

 

図表１より、「研究開発」は 2016年の取り組み件数が 2015年の 3倍以上となり、全体の件数

に占める研究開発の割合は 2015年の 19％から 2016年に 30％と、2016年における最大の取り組

9

6

155

47

79

30

52

24

46

53

133

59

39

27

0 100 200 300 400 500 600

2016

2015

組織・人材 研究開発 フロント業務 ミドル・バック業務 販売チャネル 個人向け 法人向け

(件数)

(年)

(246)

(513)

http://www.dir.co.jp/research/
http://www.dir.co.jp/research/report/esg/esg-place/fintech/20170113_011589.html
http://www.dir.co.jp/research/report/esg/esg-place/fintech/20170120_011609.html
http://www.dir.co.jp/research/report/esg/esg-place/fintech/20170316_011825.html


 

 

2 

FinTech は何をもたらすのか 第 8回 

み分野となった。「研究開発」の件数が伸びた主因は、第三者との外部連携、人工知能（AI）お

よびブロックチェーン技術の活用に関する取り組みの増加である。このうち、外部連携につい

ては、金融機関が IT 企業、FinTech ベンチャー、大学、メーカー、通信事業者、他金融機関な

ど、様々な事業者と協働して研究開発に取り組む事例が確認された。 

複数の金融機関で取り組みが確認されたブロックチェーン技術については、国際送金への導

入、独自の仮想通貨の開発、貿易金融や証券クロスボーダー取引への適用に関する実証実験な

どの事例が確認された。特に国際送金については、国内の複数の金融機関によるコンソーシア

ムが 2016 年に設立されたことが、取り組みの大幅な増加につながった。ブロックチェーン技術

は単独の金融機関においても研究が進められているが、複数の金融機関が共同で採用すること

で、業界のインフラを全体で効率化しようと試みている事例も確認された。ただ、ブロックチ

ェーン技術について調査したいくつかの報告書 1によると、未だ技術そのもののレベルが実用域

に達していないようである。 

「フロント業務」、「ミドル・バック業務」では、コールセンターにおける音声テキスト化や質

問回答支援の AI導入、チャットボットの採用など、AIを活用したいわゆる“RPA（Robotic Process 

Automation、ロボットによる業務プロセスの自動化）”の取り組み事例が多く確認された。他の

産業でも採用されている各種認識ツールを活用し、手早く自動化・効率化の効果を得たいとい

う考えがあるものとみられる。金融業独自の業務プロセスへの AIの活用事例としては、ローン

や保険引受・保険金請求の審査などへの適用が見られる。ただその目的は、本稿調査において

は、人による業務を支援することも含め、既存の業務プロセスの自動化・効率化の実現に主眼

が置かれているように見受けられた。 

「個人向け」ではロボ・アドバイザーや家計簿アプリの採用、オンライン決済事業者と連携し

たリアルタイム口座決済の提供、スマートフォンを活用したペーパーレスでのサービス提供、

健康指標と連動した保険料割引サービスの提供などが、複数の事業者で確認された。「個人向け」

においては、RPAによる効率化もさることながら、ウェブサイトやスマートフォンのアプリにお

いて顧客利便性の高さを追求する意図が感じられた。 

なお、「販売チャネル」については、多くの機関でインターネットバンキングのスマートフォ

ン対応などの取り組みにとどまった。2016 年には取り組み件数が減少しており、当面の対応が

完了したものとみられる。 

 

２．FinTech は金融機関の収益源になったのか 

金融機関は FinTech への取り組みを増やしてはいるが、例えば「販売チャネル」において新

しい顧客体験をもたらすような革新的なチャネルが構築される、あるいは金融サービスの担い

                                                   
1 例えば、日本銀行・欧州中央銀行「Project Stella 日本銀行・欧州中央銀行による分散型台帳技術に関する共

同調査 ― 分散型台帳技術による資金決済システムの流動性節約機能の実現 ―」（2017 年 9 月 6 日、日本銀

行決済機構局仮訳）、近藤 真史, 保坂 豪, 土井 惟成, 山藤 敦「金融市場における分散型台帳技術の活用に係る

検討の動向」、JPX ワーキング・ペーパーVol.20（2017 年 9 月 14 日）など。 
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手が変わって金融業のバリュー・チェーンが変革される、というような事例が大勢を占めてい

るわけではない。当初は「FinTechの新しい事業モデルが、ディスラプター（破壊者）として既

存の金融業のバリュー・チェーンをアンバンドルする」2とも考えられたが、少なくとも国内に

おいて、FinTech企業も含めて FinTechの活用は金融業において新しい収益源となっているわけ

ではないものとみられる。 

金融機関の競争環境に目を向けると、日本銀行が 2017 年 10 月に公表した「金融システムレ

ポート」では、「本邦金融機関の従業員数や店舗数は、需要対比で過剰（オーバーキャパシティ）

になっている可能性がある」「オーバーキャパシティが解消されていない背景には、金融取引需

要を規定する人口や企業数が減少を続けていることが大きく影響している」と指摘されている。

この前提に立つと、今後も人口減少が避けられないとみられる中で、国内の金融機関は新しい

収益源を模索し続けることが想定されるが、これまでのところ FinTech によって活路を見いだ

せる段階には至っていない。 

 

３．FinTech ブームは去ったのか 

世界経済フォーラムは、FinTech に関する調査報告書を 2015～2017 年に公表している。2015

年の報告書 3における論点は、「新規参入者（筆者注：FinTech企業を指す）やイノベーションが

金融サービスのビジネスモデルに変革をもたらす可能性」であった。しかし、その後の 2 年間

における追加調査を踏まえた 2017年の報告書 4（以下「WEF2017報告書」）では、「FinTech企業

は金融サービスの構造、提供、消費の形態を変えたが、支配的な地位を確立するには至ってい

ない」と指摘されている。 

WEF2017 報告書は、FinTech企業について「多くの金融サービス分野でイノベーションの方向

性や進展のペースを先導した」、「顧客の期待に応え、顧客体験の要求レベルを引き上げた」と

評価する一方で、「既存の金融機関からのスイッチングコスト（サービス切り替えに伴う顧客の

負担）が想定より高かった」としている。また、FinTech企業は「新しい金融インフラや金融サ

ービスを提供するエコシステムを構築するまでは至らず、むしろ既存の金融サービスのエコシ

ステムや金融インフラを強化する存在として成功した」とし、当初は既存の金融機関を追い越

すことを目標としていた FinTech 企業であっても、その後は金融機関との協働にシフトしてい

ると報告している。 

ただし、WEF2017報告書は FinTechによる将来の変革を完全に否定しているわけではなく、金

融業全体の競争環境に変化をもたらす可能性を 8 つのポイントに整理（図表２）した上で、次

のように想定している。まず、金融機関は①「コスト要因のコモディティ化」を推進するため

に、⑥「機械の労働力」の活用が重要になるとしている。また、③⑤「顧客データを活用した

                                                   
2 町井克至「FinTech は何をもたらすのか 第 1 回 FinTech は金融業の成長に繋がるか？」（大和総研「ESG
の広場」、2016 年 4 月 25 日） 
3 World Economic Forum, “The Future of Financial Services”, June 2015 
4 World Economic Forum, “Beyond Fintech: A Pragmatic Assessment Of Disruptive Potential In Financial 
Services”, August 2017 

http://www.dir.co.jp/research/report/esg/esg-place/fintech/20160425_010845.html
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付加価値の高いサービス」へのニーズが高まると想定される中、③④⑦「プラットフォーム化

による顧客との接点の確保を主導的に行うか、グローバル大手テクノロジー企業（Google、Apple、

Facebook、Amazon等）と連携するか」という選択を迫られる可能性があるという。 

図表２ 世界経済フォーラムの報告書が示す金融業の競争環境に変化をもたらす 8つの要素 

① コスト要因のコモディティ化 ② 収益再配分（既存のバリュー・チェーンの迂回） 

③ 顧客との接点に関するオーナーシップ ④ プラットフォーム化 

⑤ データの価値化 ⑥ 機械の労働力 

⑦ グローバル大手テクノロジー企業との関係 ⑧ 地域毎に異なる金融ニーズ 
（出所）World Economic Forum, “Beyond Fintech: A Pragmatic Assessment Of Disruptive Potential In 
Financial Services”より大和総研訳・作成 

 

４．FinTech がもたらした金融機関へのインプリケーションとは 

2017 年 9月以降、国内の大手金融機関が将来の人員削減見込みを相次いで公表 5するなど、体

力のある金融機関が先行する形で自動化・効率化の取り組みが推進され、WEF2017報告書が示す

「競争環境の変化」が始まっているように見受けられる。金融機関が収益率を維持する目的で自

動化・効率化を推進するための手段の一つとして FinTech に取り組むという構図は、当面継続

するものと考えられる。ただ、一般論として、自動化・効率化といった「守りの IT投資」より

も、ITを採用した新たなビジネスモデルの採用や製品・サービスの提供などの「攻めの IT投資」

が、生産性（≒収益率）の向上においてより大きな成果を上げる可能性があるという指摘は、

以前からなされている 6。つまり、金融機関が競争環境の変化に本質的に立ち向かい、コスト削

減だけでなく提供サービスの付加価値増加によってより高い収益率を実現しようと考える場合

には、他の機関と差別化する「次の一手」をどうするかが重要になると考えられる。 

WEF2017 報告書によれば、より収益率の高い金融サービスを提供する鍵は「データ」であると

いうことになる（図表２中⑤）。収益率の高い金融サービスの提供を実現するデータとは何か。

それは、金融における顧客の借りる・支払う・殖やすといった要求に的確に応じること、ある

いはそういった需要の掘り起こしを可能とするデータに他ならないであろう。データが違いを

生み出す（＝他の機関と差別化する）重要な要素になるという前提のもとでは、金融取引や顧

客に関する情報を他の誰よりも持つ金融機関が「次の一手」を打つためには、これまで活用し

きれていなかったデータの発掘や、効率的かつ効果的にデータを分析するノウハウを獲得する

ことが重要になる。あるいは、誰でも得られる情報より、例えば地域特性や顧客特性の強い情

報の収集力を高めることが本質的に重要であるかもしれない。金融機関においては、自らの経

営方針に照らして、価値あるデータがどこにあるか定義し、その収集力・分析力を高めるため

の経営資源の再配分が、今後 10年における競争力を左右する可能性があるのではないだろうか。 

以上 

                                                   
5 日本経済新聞「３銀行大リストラ時代 3.2 万人分業務削減へ」（2017 年 10 月 28 日付） 
6 町井克至「IoT 時代の IT 投資と『稼ぐ力』」（大和総研レポート、2015 年 3 月 20 日） 

http://www.dir.co.jp/research/report/esg/esg-report/20150320_009571.html
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